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環境を守るには、人間活動の管理が必要 ©S.Harashina 



東京 ニューヨーク 

土地利用比較： 都心部（CBD） (by Harashina,2004) 

©S.Harashina 



東京 ニューヨーク 

土地利用比較： 都心から5ｋｍ (by Harashina,2004) 
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東京 ニューヨーク 

土地利用比較： 都心から10ｋｍ  (by Harashina,2004) 
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東京 ニューヨーク 

都心から 20ｋｍ の土地利用比較  (by Harashina,2004) 

キーワードは計画   
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日本の環境政策の略史 

1967  公害対策基本法 

    71  環境庁設立 

    72  ストックホルム・ 国連人間環境会議、自然環境保全法 

    83  環境影響評価（旧）法案が廃案 （84  閣議アセス） 

    92  リオ、地球サミット（環境と開発に関する国連会議）  

    93  環境基本法 

    94  環境基本計画 

    97  環境影響評価法制定  

    京都議定書（COP3） 気候変動問題に対応 

    99  PRTR法制定 

    藤前干潟の保全、 環境影響評価法の全面施行 

2001   環境庁が環境省に昇格 

    06  第３次環境基本計画 

    08  生物多様性基本法制定・施行 

    11  環境影響評価法改正 
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名古屋港、藤前干潟の保全、1999 

©S.Harashina 



East 
Asian 

Flyway 
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plovers  

Fujimae, 
Nagoya 
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Fujimae                       Higata 
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環境配慮の合意形成の要件 
-合理的で公正な意思決定- 

合理性のために、   科学的な分析  

       システム分析の適用、 代替案の検討 
 

  公正性のために、  民主的なプロセス  

        参加 (public participation) 

     情報公開 

効率性のために、 
   効率的な コミュニケーション方法を 

基本的な手段： 環境アセスメント 
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住民参加の５段階モデル* 

   (1) 情報提供                  (Informing**) 

   (2) 意見聴取                  (Consultation**) 

   (3) 形だけの応答             (Placation**) 

   (4) 意味ある応答 
 

   (5) Partnership            (Partnership**)  

 

  * Harashina (1994, 2001)、 公共空間における、意味ある議論を行うため
のフィードバックプロセス 

 ** Arnstein (1969)の「参加の８段梯子モデル」における、対応する参加の
諸段階 
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意思決定者 公衆 

公衆からの意見 

情報提供, 応答 
 

公開される文書等によるコミュニケーション 

意味ある応答 は  

「公共空間での議論」 により実現 

意見聴取 

公共空間での
議論 

例えば： 方法書、 準備書、評価書 

例えば： 意見書 
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環境影響評価法に基づくプロセス 

準備書 評価書 

公
告
・縦
覧 

公
告
・縦
覧 

意
見
書 

説
明
会 

閣議アセス 

事業者 

行政 

住民 

方法書 

公
告
・縦
覧 

意
見
書 

（制定：1997.6.13，（全面）施行：1999.6.12） 
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閣議アセス 環境影響評価法 米国 NEPA 
(1999年6月まで) (1999年6月から) (1969年) 

事業の提案 

一覧表による 
対象事業の判定 

評価書 
(FEIS) 

許認可 

準備書 
(DEIS) 

事業の提案 

スクリーニング  
第一種事業 
第二種事業 

評価書 
(FEIS) 

許認可 

準備書 
(DEIS) 

事業、計画、政策の 
提案 

Screening 

許認可 

DEIS 

方法書 
(Scoping) 

FEIS 

Scoping 

EA 

Referral 
 to CEQ 

参加の機会 

国レベルの環境アセスメント制度: 日米比較 

簡易アセス 
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日米中、３カ国のアセス実施件数比較 
（国と地方を合わせて、年間） 

70件程度 

日 本 中 国 

320,000件 
程度 

米 国 

60,000～ 
80,000件 

適用対象が 
極めて限定 
されている 
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Fukushima Nuclear Accidents,  March 11, 2011 

(AP Photo/AIR PHOTO SERVICE) MANDATORY CREDIT 

We need have more Global Perspectives 
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日本のアセス制度を世界標準のものに 

• 福島第一原子力発電所は1960年代に建設 

• 1970年代に始まった、NEPAアセスより前 

    立地段階でのアセスは、当時はできなかった。 

• だが、日本でもNEPAのような、簡易アセスがあれば、
過去40年以上の間に定期検査や、修理の機会に簡易
アセスが適用されたはず。 

  簡易アセス： まず、簡単にチェックするというアセス 

 

 

 

 

• 巨大津波の情報は数年前、東電も把握。 

• 簡易アセスがあれば、非常用電源を安全な場所に移設
するなどの対策は取られ、被害は全く違っていた。 
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 巨大事業だけに限定しすぎ 

持続可能な社会では、「人間活動の管理」を 

第1条（目的）の修正： 「規模が大きく環境影響の 
程度が著しいものとなるおそれのある事業に ・ ・ 」 

「環境影響のおそれのある事業に ・ ・ 」 

↓ 

幅広く、対象とすべき 

環境アセスメントの理念の問題 

ＣＳＲ、ＳＲ的な感覚で 
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簡易アセスを自主的に行う 

• 通常のアセスとは違う 

• 通常のアセスに似たプロセスだが、 

  コンパクトに 

  短期間で 

  費用もあまりかからず 

 

• ポイントは、事業者の説明責任（環境配慮の） 

• ＣＳＲ 

   例えば、国立大学法人の社会的責任として 
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中・小規模開発のための環境アセス 

小規模開発の集積⇒累積的影響 

小規模な環境アセス＝簡易アセス 

・ 費用の圧縮  ・ 期間の短縮 

東京工業大学、すずかけ台キャンパスの事例 
自主的な簡易アセス 
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事例 
 

東京工業大学 
すずかけ台 
キャンパス 

 

200m 
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東工大の簡易アセスの成果 

• 調査期間は１カ月（季節変動を伴う環境影響項
目が予測評価の対象とならなかった） 

• アセス手続前の周知開始から起算して４カ月、
実質のアセス実施期間は３ヶ月 

実施期間
の短縮 

• 調査予測項目を必要最小限に留めた 

• 調査においては可能な限り既存資料を活用 

• 総事業費の0.1%＝580万円で実施 

ｽｺｰﾋﾟﾝｸﾞ
の絞り込
みと費用 

• インターネットを用いた積極的に関心を喚起 

• 会議形式と書面での継続的なコミュニケーション 

• 第三者の専門家による公開審査 

参加と審
査による
透明性 
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従来のアセス、もう一つの重要な問題 

問題点 

• 十分な環境配慮対策ができない 

• 事業の中止はほとんど不可能 

• 開発行為の累積的な影響を回避できない        

日本の環境アセスメントは、従来ほとんどが 
事業実施の直前で行われる 

事業段階では遅すぎる 
計画、政策という戦略的な段階での配慮が必要 
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戦略的環境アセスメント 
SEA: Strategic Environmental Assessment 

政策  Policy 

計画  Plan  
      Program 

事業  Project 

戦略的 
環境アセス 
（SEA） 

事業アセス 
（EIA） 

 環境省共通ＧＬ ’07  
 （日本型ＳＥＡ： 位置・ 
 規模等の検討段階） 

・・・ 

米国、カナダ、豪など 
ＥＵ、ＳＥＡ指令 ’04 
(世銀は90年代から) 

アセス法１３事業が対象 
だが、発電所のみ除外 

・・・  

・・・  

オランダ、環境テスト ’95 

2011、改正環境影響評価
法のSEAでは、全て対象に 
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International Herald Tribune 
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IAIA SEA Symposium in Hong Kong, February 2009 
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愛知万博 2005.3.25～9.25 

自然の叡智 

開発を超えて 
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計画段階のアセスメントの例  

 愛知万博計画のアセスメント 

• 計画プロセスとアセスプロセス 
 

• アセスプロセス:  1998年4月 –2002年7月 
 

• 環境影響評価法の枠組みを先行適用 
       博覧会国際事務局（BIE）が特段の環境配慮を要請 

       博覧会のテーマ: 自然の叡智 

       環境アセスメントの実施を閣議決定（1995） 
 

• ４つの文書が作成・公表された。 
       (方法書, 準備書, 評価書, 修正評価書) 
 

• 市民参加による計画の変更, アセスプロセスの外 

©S.Harashina 



当初案  
方法書に記載, 1998年4月 

森の中心部を開発する（破壊する） 

海上（かいしょ）の森 
 

名古屋市中心部から 
  東へ20ｋｍ. 
面積:  540ha 

疑問： これが、 開発を超えて なのか 

自然の叡智 ? 
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海上の森 

日本自然保護協会提供 
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愛知万博アセスのプロセス（前半） 

1998. 4 -  2002. 7     アセスメント期間 

           5    オオタカの営巣が発見される! 
      急遽、新たな代替案の検討と、追加調査へ 

         10   評価書公表 (実質的には中間報告)  

          通産省設置の環境影響評価会による審査 
         （アセスは３月中に終了すべきとされていた） 
                  ・ 
                  ・ 
                  ・ 

1998. 4   方法書公表        

1999. 2   準備書公表 
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評価書における代替案 (1999.10) 
 

-代替案は本来、方法書に記載すべき- 

案 1 案 2 

青少年公園も使う 
 分散会場案 

海上の森への 
環境負荷を減らす 

当初案  
「海上の森」のみが会場 
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愛知万博アセス (後半)  

 1999.10 通産省設置の環境影響評価会による審査 
      （アセスは３月中に終了すべきとされていた） 
         11    BIEによる現地調査  

  2000.  1  評価書の審査終了 

                 通産省の不誠実な行為 が発覚(新聞報道) 
             5   集中的な 市民参加プロセスに 

           12  BIEに参加登録 
  2002.  3  修正評価書 (実質的に、これが評価書) 
 

  2002.  9   建設工事着工 

 
 

  2005.  3   博覧会開催 (9月まで) 
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朝日新聞,  2000.1.22. 
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面積:  19 ha (海上の森) 

        163 ha (青少年公園) 

入場者数 1500万人 

最終案  
BIEへの登録案 

（2000年12月) 

 

面積: 540ha (海上の森) 

        220ha (青少年公園) 

入場者数: 2500万人 
 

案Ⅱ 
評価書 

（1999年10月） 

面積: 540ha (海上の森) 

入場者数: 2500万人 
 

案 Ⅰ 
準備書 

（1999年2月） 

愛知万博の、計画案の変化 
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環境配慮が事業を成功に 

アセスの結果、事業計画を変更 

• 位置を変更 

   「海上の森」のみから、青少年公園中心に 

• 規模も変更 

   入場数 2500万人 → 1500万人     

結果： 2200万人が入場、 環境万博と認識 

万博アセスはSEA（位置、規模の検討段階） 
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愛知万博アセスの教訓 

• 代替案の比較検討 は必須 

      事業者はこのことを知るべき 

• スコーピング は、より積極的な参加プロセスに 

 

        環境アセスメントは計画プロセスの一部 

 

• 審査会の透明性が必要 （2001年までは非公開） 

反省点:   
  4 年もかかった (通常のアセスより、2年も長い) 
    方法書に代替案を記載しなかったため 
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専門家としての倫理 
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Rose-Hulman Award 受賞式（2013） 

JICAの環境社会配慮制度 

審査の信頼性を高めるシステムに 
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IAIA の倫理行動規定（Code of Ethics） 
2008, Perth、年次総会で採択 

９項目を規定 

5. To refuse to provide professional services  
whenever the professional is required to 
bias the analysis or omit or distort the facts  

      in order to arrive at predetermined finding 
or result 

その中で特に重要なのは 

アワセメントは駄目 
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